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シビックテックは、テクノロジーとコミュニティを通じて政府と市民の
関係を変革する世界的なムーブメントである。

Civic
Tech

🏛行政とのコラボ
レーション

市民主導
プロジェクトの促進

🛠デジタル公共財／
インフラの創造

オープンガバメントの促進
● オープンデータ
● 政府とのハッカソン
● join.gov.tw（台湾）

GovTechソリューション
● フェローシップ
● 人材育成・トレーニング
● アプリ開発
● 市民ユーザーによる検証

市民参加
● リビングラボ
● Decidim/vTaiwan
● 参加型予算

市民主導プロジェクト
● ハッカソン
● ブリゲードプログラム
● 社会プロジェクト

○ 男女平等
○ 情報弱者対策
○ 防災
○ 再生ツール

オープンソース/データ
● オープンソース系ファンド
● My society、Decidim

政府によるオープンソース
● Public money, Public code
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日本のシビックテック・エコシステムのステークホルダー

🏛中央省庁  

💼民間セクター  
テック企業 

ソーシャル/GovTechスタートアップ  
非営利 

🏢地方自治体  
DXチーム 
CIO/CDO 

🎓学術機関 
大学 

研究機関 

● 業務委託でサポート  
● 委員会のメンバーになる  
● 研究グループに参加する  

● 資金提供を求める  
● オープンソース／オープンデータの推進  
● 共同作業 

● 地域コミュニティを築く  
● 一緒にイベントを開催する（例：ハッカソン）  
● サービスの提供（例：デシディム）  

● 学生インターンシップ  
● 青少年の市民参加  
● 市民科学プロジェクトの実施  

Civic  
Tech  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Code for Japan の役割

ビジョン : ともに考え、ともに創る社会

🏛デジタル民主主義 市民主導プロ
ジェクトの促進🛠デジタル公共財

活動の3本柱  

主な指標  

● 8,200人以上のSlackメンバー
● 20人以上のコアメンバー（有給スタッフ）
● 80以上のブリゲード

● 月例ハッカソン
● Code for Japanサミット
● Make our Cityプロジェクト
● 行政主催ハッカソン
● 国際協力

● 偽情報対策ツール
● カーボンフットプリント計算ツール
● スマートシティプラットフォーム

（FIWARE）
● オープンデータ・ワークショップ

● Decidim
● デジタルシチズンシップ

● 11年間の活動 
● 65以上の月例ハッカソンを開催  
● 複数の行政機関とのパートナーシップ  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様々なプロジェクトが活動しています
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地域コミュニティ
によるアプリ開発

まちづくりに関するプロジェクト

Decidim データ連携基盤
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地理空間情報は、社会とデジタルツールを接続するもの

sinsai.info のスクリーンショット



8 

自治体オープンデータの取り組み状況 

地方公共団体数のオープンデータ取組済（※）数の推移  

令和6年10月31日時点の取組率は、 約85％（1,524/1,788自治体）  

※自らのホームページにおいて「オープンデータとしての利用規約を適用し、データを公開」又は 

　「オープンデータであることを表示し、データの公開先を提示」を行っている都道府県及び市区町村。 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デジタルツインの広がり
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IDが無いと各レイヤーが

繋がらない

この作業がとても大変

パーソナル
データ

位置情報

事業所データ

地図データ

購買履歴

センサーデー
タ
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「デジタル公共財」という考え方
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日本でのデジタル公共財の可能性
● 社会課題の解決と地域活性化

○ ソリューションを共有していくことで、地域ごとのデジタルへの投資力の格差を減ら
し、医療や教育といった格差を無くしていく

● 公共サービスの効率化
○ オープンソースソフトウェアを効率的に使うことで、各自治体でシステムを開発する必

要がなくなり、国全体での投資が最適化される
○ 災害時や緊急時にもデータ共有がやりやすくなり、情報共有が迅速になる

● 民間セクターとの協働とイノベーション促進
○ デジタル公共財を基盤に新たな市場が生まれ、スタートアップを含む企業の新規参入が

しやすくなり、新たなイノベーションが生まれる
● 国際競争力の強化

○ 国際的なデジタル公共財の潮流に沿ったシステムを導入することで、日本の競争力を強
化し、国際的なプレゼンスを高める
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デジタル公共財を通じてマーケットを作ろう

A市

防災システム

施設情報

縦割りの情報をつなげることで、誰もが参加できるマーケットプレイスを作る

モビリティサービ
ス

車両情報

B市 

健康システム

市民情報

モビリティサービ
ス

車両情報

A市

防災サービス

施設情報

モビリティサービ
ス

車両情報

健康システム

都市計画

モビリティサービ
ス

気象センサー

B市

オープンな社会基盤システム

市民開発サービ
ス

etc

エリアごとにバラバラなシステム みなでともに作るまち

C市


